
平成２６年度第１回市川市幼児教育振興審議会 
 

                日時：平成２６年７月２２日（火）  

                   午後２時～          

場所：市川市教育委員会 会議室   

  

 

 

次  第 

 

 

１．報告 

 

（１）市川市立二俣幼稚園の休園方針について 

 

（２）子ども・子育て支援新制度における幼稚園の利用者負担額について 

 

２．その他 

 

 

 

 

【 配布資料 】 

・次第 

・資料１   市川市立二俣幼稚園の休園方針について（概要） 

・資料２   子ども・子育て支援新制度における幼稚園の利用者負担額について 

・参考資料  子ども・子育て会議諮問書（写）及び諮問資料 

   『子ども・子育て支援新制度における私立幼稚園の利用者負担額について』 



 資料１ 
二俣幼稚園の休園方針について（概要） 

 

１ 経緯 

⑴ 幼児教育振興審議会答申（平成２２年１１月２５日） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 公立幼稚園に関する基本的方針策定（平成２２年１２月２日） 

上記答申に沿って検討・実施していくものとする。 

 

２ 現状 

⑴ 宿舎の動向（予定） 

ア 平成２７年９月 居住者完全退去 

イ 平成２９年３月 売却期限 

     ※跡地の利活用の方向性については、未定である。 

⑵ 二俣幼稚園入園状況と今後の予想 

 ① 宿舎削減計画発表（平成２３年１２月）後の入園率の平均等による推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 廃止宿舎リスト公表（平成２４年１１月）後の入園率の平均等による推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 課題 

⑴ 教育面 

幼稚園教育・・・５領域（「健康」・「人間関係」・「環境」・「言葉」・「表現」）の目標

を達成するよう行う（学校教育法２３条） 

         

 

 

   一定の集団規模を保つことができないため、これらの目標達成が困難 

 

 

 

 

 
 

⑵ 環境面 

地域の教育力や防犯体制の低下。 

・「二俣」の人口減 

平成２４年 １，６４９人（８９１世帯） 

平成２５年 １，４８１人（８００世帯） 

平成２６年 １，０７７人（５９６世帯） 

・周辺人口の減及び幼稚園の教職員数が少ないことによる安全対策への不安が生じる 

・幼稚園正門前の道路は国所有地のため、宿舎居住者が退去後は使用不可となるおそれがある 

 

４ 方針 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

「一人一人の幼児への個別の対応が求められる「個に応じた援助」を行い、 

集団の形成過程を大切にし、「協同性の育ち」を培うためには、１学級に、 

３歳児でも２０人前後、４、５歳児は２１人以上３０人くらいの集団が適切 

だと考えられている」と考察 

（文部科学省「幼児集団の形成過程と協同性の育ちに関する研究」より） 

 

（目標）集団生活を通じて、自主、自律、協同の精神

並びに規範意識の芽生えを養う 

各年５月１日現在 

答 申 

 １．公立幼稚園の今後のあり方について 

(2)公立幼稚園のあり方についての短期的な方向性について 

二俣幼稚園については、就園率が低く、就園児童数も減少してきており、今後、

就園児童数の５０％以上を占める二俣防衛省宿舎の廃止が予定されるなど、園児数

の激減が予想される。加えて、その後の跡地利用の方向性が定まっていないことか

ら、当面は休園の方向で検討していくことが望ましい。 

なお、検討に当たっては、建て替えを含めた今後の防衛省宿舎の動向を見極めた

上で議論を行い、休園または廃園の最終決定を行うものとする。 

実績は各年５月１日現在 
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市川市立二俣幼稚園休園方針 

 

公立幼稚園に関する基本的方針（平成２２年１２月２日策定）に基づき、市川市立二俣

幼稚園は、平成２８年４月１日から当分の間、休園するものとする。 

 

平成２６年７月３日 

市川市教育委員会   



Ａ 子ども・子育て支援新制度について

資料２

子ども・子育て支援新制度の解説（平成２６年７月 文部科学省）より

子ども・子育て支援新制度における幼稚園の利用者負担額について



Ｂ 新制度における幼稚園・保育園の位置付け、役割

幼保連携型
(施設型給付有)

幼稚園型
(施設型給付有)

幼稚園
(施設型給付有)

幼稚園
(施設型給付なし)

○学校教育と保育を提供す
る機関

○市町村計画で把握された
「教育・保育ニーズ」に対応

○学校教育を提供する機関

○市町村計画で把握された
「教育ニーズ」に対応

○学校教育を提供する機関

・応諾義務有

・保育料（利用者負
担額）は市が設定
する（応能負担）

※幼稚園につい
ては、１号認定（教
育標準時間）

・公定価格から利
用者負担額を控
除した額の施設型
給付費を受ける

・応諾義務なし

・保育料は自由設定

・私学助成対象

幼
稚
園

幼
稚
園

〔類型〕 〔位置付け、役割〕

保育園型
(施設型給付有)

〔保育料等〕

保
育
園

認
定
こ
ど
も
園

保育園
(施設型給付有)

○保育を提供する機関

○市町村計画で把握された
「保育ニーズ」に対応

【新制度】

【現行どおり】



Ｃ 新制度における幼稚園の利用者負担額イメージ

現行制度 新制度（平成27年度～）

○公立幼稚園 ○私立幼稚園

公
定
価
格

国・県・市で負担
（公立はすべて市）

私学助成 施設型給付費

保育料＋入園料
≒月額25,700円

公費（市）負担

利用者負担

就園奨励費

利用者負担 利用者負担

市が定める保育料
＝利用者負担額

【１号認定】

実費徴収等 実費徴収等

月額10,000円

※所得が低い
ほど多額

※所得が低い
ほど低額

施設型給付費＝公定価格－利用者負担額



Ｄ 市川市子ども・子育て会議への諮問内容について

国の利用者負担イメージ 国の利用者負担（案） 市川市の利用者負担（案）

全国平均
保育料

（月額）

就園奨励費
補助金

（月額）

利用者
負担額

（月額）

第１階層 生活保護世帯 - 25,700円 0円 第１階層 0円 第１階層 0円

第２階層
市民税非課税世帯

（所得割非課税含む）
～270万円 16,600円 9,100円 第２階層 9,100円 第２階層 6,200円

第３階層
市民税所得割

77,100円以下世帯
～360万円 9,600円 16,100円 第３階層 16,100円 第３階層 13,200円

第４階層
市民税所得割

211,200円以下世帯
～680万円 5,200円 20,500円 第４階層 20,500円 第４階層 17,600円

第５階層 上記区分以外の世帯 680万円～ 0円 25,700円 第５階層 25,700円 第５階層 22,800円

※

※

階層区分
年収

（目安）

現行制度
利用者

負担上限
（月額）

利用者
負担額

（月額）

　幼稚園年少から小学校３年の範囲におい
て、最年長の子どもから順に２人目は上記の
半額、３人目以降については０円とする。

　現在、市町村が定める利用者負担額よりも
低い保育料を設定している幼稚園について
は、新制度への円滑な移行の観点から、一定
の要件の下で経過措置を講ずる。

25,700円

国の利用者負担（案）より一律2,900円（市単独補助35,000円/12）を控除



市川第 20140704-0009 号 
平成２６年７月１４日 

 

市川市子ども・子育て会議 

会長 高尾 公矢 様 

 
 

市川市長 大 久 保 博 

 
 

  諮   問 

 

市川市子ども・子育て会議条例第２条に基づき、下記の事項について、貴会

議に諮問します。 

 
 

記 

 

子ども・子育て支援新制度における私立幼稚園の利用者負担額について 

 

以 上 

 

参考資料
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